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0.⾃⼰紹介: 相澤伸広
職歴：
• 九州⼤学⽐較社会⽂化研究院 2014年ー
• ウィルソンセンター・ジャパンスカラー

（Washington DC）2019.9‐2021.1

• 日本貿易振興機構アジア経済研究所 2007–14年

• 政策研究大学院大学 2006‐07年

研究分野：

・東アジア国際関係

・東南アジア政治（インドネシア、タイ）

・華僑・華人



望ましいアジアの秩序とは？



望ましいアジアの秩序とは？

中国中⼼型（華夷秩序、ヘゲモニー）？



望ましいアジアの秩序とは？

中国中⼼型（華夷秩序、ヘゲモニー）？
⽶中ニ極構造？



望ましいアジアの秩序とは？

中国中⼼型（華夷秩序、ヘゲモニー）？
⽶中ニ極構造？
どちらでもない、第三の秩序の形？



第三の秩序
⻑期戦略：この第三の秩序の形を⽇本と東南アジアで形成する

「⾃由、安全、繁栄」の三点が同時に成⽴可能な多極アジア秩序

例：「⻄太平洋連合」（Cf.バンドン会議：⾮同盟諸国連合）

→そのためには⽶中対⽴構造の理解が⽋かせない



アウトライン

• 1. ⽶国の東南アジア政策
• 2. 東南アジアから⾒た⽶国
• 3. ⽇本の役割および⽇⽶協⼒：2030年、2045年を⾒据えて



1.⽶国の東南アジア政策
三つの座標軸

1. 位置付け：大国間競争アリーナ or  成⻑市場（安全保障 Or 市場アクセス）

2. アプローチ：戦略的利益（対中対抗戦略） VS 価値の共有

3. アクター：東海岸 VS ⻄海岸



1. 位置付け：⼤国間競争アリーナor  東南アジアそのもの

• ⽶国の覇権の確⽴ Or ⾨⼾開放
• 中国による対⽶AntiAccess・Area Denial（A2/D2）への対抗策
• 変化するパワーバランスの中で覇権的⽴場の維持は必要か？

• 国家安全保障暫定指針（2021年3⽉3⽇）
アジア政策 ≒ 中国政策
テクノロジーの競争を前⾯に

• オバマ≠バイデン （東南アジアへの特別な思い⼊れ）



要⼈発⾔
Campbell and Doshi, “How America can shore up Asian order” Foreign Affairs, January 12, 2021.
インド太平洋戦略は

A balance of power in the indo pacific
A regional order that Indo‐pacific states recognize as legitimate
A coalition to address China’s Challenge to the above two. に基づくべき。

追求すべきは「パワーバランスと開放性」

問題は Chinese assertiveness and U.S. ambivalence

Kurt Campbell: NSC Indo‐Pacific Coordinator
Rush Doshi : NSC Director for China



要人発言

「テクノロジーの競争、軍事的競争、経済的競争そして、イデオロギーの競争が
ある」

イーライ・ラットナー

Hans Nichols “Biden’s China plan: Bring Allies”, Axios.com(Oct 29, 2020 )

Ely Ratner Assistant Secretary of Defense, Indo Pacific Security Affairs



国家安全保障会議（NSC）のアジア部門

• Kurt Campbell: Indo‐Pacific Coordinator

• Laura Rosenburger: Senior Director for China

• Rush Doshi :Director for China

• Tarun Chhabra: Senior Director for Technology and National Security.

• Sumona Guha: Senior Director for South Asia

• Shanthi Kalathil: Coordinator for Democracy and Human Rights



2. アプローチ：戦略的利益 VS 価値共有

「⾃由で開かれたインド太平洋戦略（FOIP）」

1. 国家安全保障暫定指針（2021年３⽉３⽇）
対中政策：同盟とパートナシップの重視。
（❌フィリピンとタイ ⭕シンガポール、ヴェトナム）

2. 2021年2⽉1⽇ ミャンマー・クーデタへの対応
（2014年タイとの⽐較）

戦略的利益の重視＞価値の共有



3. アクター：DC vs Silicon Valley
協⼒関係：

例：AI戦略 国防総省統合AI司令部(JAIC )：マイノリティとしての軍
デジタル化×安全保障 マイクロソフト社と国防省（JEDI, HoloLens)

ビジネスモデル：YSEALI ⼈材開発

対⽴関係：
SNSと⺠主主義：連邦通信品位法230条(Communications Decency Act Section 230 (1996 ) )

"No provider or user of an interactive computer service shall be treated as the publisher or speaker of any information 
provided by another information content provider" (47 U.S.C. § 230).

海外企業展開と価値：Google 新疆ウイグル⾃治区 （Dragonfly）
法⼈税と雇⽤保護：法⼈税25−28％への引き上げと同調圧⼒



⽶国の東南アジア政策におけるジレンマ

1. 外交政策アクターとしての「⺠間企業」
「経済制裁」の合理性
⽶中デカップリング ⇄ 政経カップリング

２．SNSプラットフォーム⺠主主義と戦略的利益の相克
共同海外市場開拓か国内アカウンタビリティ

3. 「中間層のための外交」：貿易？投資誘致？ → 「開かれた」？



• The Left Should Play the China Card
• Foreign Rivalry Inspires Progress at Home
• By Tarun Chhabra, Scott Moore, and 
Dominic Tierney
• February 13, 2020

この競争状態を無駄にしてはいけない
。⽶国はこの中国の挑戦を契機とし、
⾼技能労働者を呼び込むべく出⼊国管
理政策の抜本的改⾰しなければならな
い。加えて、基礎研究に投資し、⽼朽
化したインフラに再投資し⼯業、そし
てイノベーションを⾏うベースを再構
築し、政治を機能不全に追いやった疫
学的課題を解決することに⽤いる必要
がある。⽶国はこうした改⾰を進めな
ければならず、この点が中国との政治
経済社会システムをめぐる新しい競争
に勝つために重要なポイントとなる



2．東南アジアから見た米国

• 短期的利益 長期的利益

• 中所得国の罠「Get Rich Before Getting Old」：戦略論はその後

• コロナ禍の影響で一層優先順位にズレ

• FOIP：日米豪印QUAD

• 例：インドネシア



出典：バペナス「インドネシア
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コロナ・インパクト
• 死者数：東南アジアで最多
• 経済成⻑鈍化：雇⽤環境悪化
• 貧困率上昇：The Asian Development Bank (ADB) Indonesia’s poverty rate – （less 
than US$1.35 a day） – could climb to 12.8% compared with 9.2% last year. 4 
percentage point almost 11 million people

• 政府対応に対する不満：政治的正当性へのダメージ

• ⽶中対⽴ → 南北対⽴





2．東南アジアから見た米国

• 短期的利益 ≠  長期的利益 危機に頼れない日米

• 中所得国の罠「Get Rich Before Getting Old」：戦略論は高所得国化が大前提

• コロナ禍の影響で一層優先順位にズレ

• FOIP：日米豪印QUADの変化（2021年3月12日）

• 対中戦略同盟 → 東南アジア公共財提供のプラットフォーム

• 「科学」と「危機」



3.⽇本の役
割と⽇⽶協
⼒：2030年、
2045年を⾒
据えて

日米：○価値の共有、△戦略的利益の共有（◯安全保障 ×経済）

→経済的利益の重み・質が日米で異なる

日本にとっての東南アジア：事実上の同盟

• 経済的側面：成長エンジン、インキュベータ

• 政治的側面：アジアの多極化、多様性確保

• 社会的側面：国内改革エンジン

1. 日米が対立しうる事案

• 中間層向け内向き外交 ⇄ 戦略的経済利益
• 二極化するGeneration Z：直接投資とポートフォリオ投資

• 下請け化する国家 デジタル空間の新植⺠地主義

2. 日米協力して対応すべきリスク

• 政治的不安定：増大する期待と不安の政治的マネジメント

• 気候変動

• 国家の「調整」機能低下 ⇄宗教的ナショナリズム

3．日米が異なる立場で協力 （事例）
⺠主主義と経済的価値



事例：⽇⽶同盟の戦略ジレンマを解く⽇本企業

2014年5⽉ タイ・クーデタ
盤⾕⽇本⼈商⼯会議所、JETROによる 「独⾃の⺠主主義」
⽇⽶同盟共同歩調：バンコク⾮難

「独⾃の⺠主主義」 ：「⺠主主義」の「経済的利益」
政治⽂化的権利 → 社会経済的

ローゼンバーガー NSC 中国上級部⻑ Alliance for Securing Democracy
「Economically, democratic governments with properly governed markets tend to promote healthy 

competition and to direct resources efficiently and equitably. That economic dynamism, coupled with 
personal freedoms, attracts global talent, which spurs innovation in the field of technology; and the 
competition of ideas fosters creative and productive public debates in the domain of information. 
Democracies that are properly governed and thoughtful about how to leverage these assets will find them to 
be of lasting strategic value.」

民主主義の経済的戦略利益：



3.⽇本の役
割と⽇⽶協
⼒：2030年、
2045年を⾒
据えて

戦略環境の変化（米中対立）→日アセアン関係も変化：

企業が戦略フロント：デカップリングかハイブリッド化

東南アジアにとっては追い⾵？向かい⾵？⽇本次第？
デジタルが競争のフロント（ルール形成）

民主主義の経済的戦略利益：民主主義の再定義（社会的権利
、多様性、デジタル）

脱オールジャパン：

人材共同育成 ⇄人材争奪

「科学」「安全保障」へのアクセス：インド・ロシア

日本「自由で開かれた」東南アジア「多様性ある」

長期的趨勢 :
高齢化、都市化、デジタル化、格差拡大（国内、地域内）

自由と安全と繁栄

目標：日本ー東南アジア連合で米国へ進出・グローバル展開

（事例）



事例：Bakong （2020.10.28）



リレーションシップ ID rId2 のイメージ パーツがファイルにありませんでした。

https://soramitsu.co.jp/bakong-press-release


